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１．基本理念 

 

障がい者施策が目指す姿は、障害者基本法が示す「地域社会における共生」であり、

障がいのあるなしにかかわらず、誰もが基本的人権を享有するかけがえのない個人とし

て尊重され、すべての市民が相互に人格と個性を尊重しあい、障がいの有無によって分

け隔てられることなく、地域社会において、共に安心して暮らせる福祉のまちです。 

本計画の上位計画である伊達市第３次総合計画第２章「2-4 障がい者支援」の目的と方

針において『障がいのあるなしにかかわらず、くらしやすい福祉のまちづくりを進るた

め、ともに生きる社会づくりと障がい者の日常生活・社会生活の総合的な支援に向けた

各種施策を推奨します。』としています。 

地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、

生きがいを共に創り、高め合うことができる地域共生社会の実現を目指して、第３期の

基本理念を踏襲し、以下の基本理念を掲げます。 

 

≪伊達市 第４期障がい者計画 基本理念≫ 

障がいのあるなしにかかわらず、 

くらしやすい福祉のまちづくり 
 

本計画においては、基本理念が目指す福祉のまちづくりを実現するため、４つの基本

方針を設定し、基本方針を踏まえた施策・事業を展開していきます。また、基本方針ご

とに進捗状況を把握していくことで、計画の推進管理を行っていきます。 

こうした基本方針を推進していくためには、伊達市のすべての市民、行政、企業や民

間団体、地域が一体となってネットワークをつくっていかなければなりません。 

障がいのあるなし、障がいの種別や程度にかかわらず、住み慣れた伊達市で住み続け

られ、さらには伊達市で生活して良かったと言える地域づくりを目指します。 
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２．施策の方向性（基本方針） 

 

❖基本方針Ⅰ 自分らしく暮らすための環境整備 

 

障がいに対する理解促進、社会参加の推進、保健・医療の充実について 

 

障がいのある人もない人も人格と個性を尊重しあいながら地域で共に生き、共に支

えあう社会を実現するためには、障がい者を取り巻くすべての人々が、障がいについ

ての理解を促進し、住みやすい環境を整えていくことが重要です。 

すべての市民は障がいの有無にかかわらず、基本的人権をもったひとりの人として

尊重されなければなりません。障がいを理由として分け隔てられることなく、排除さ

れることなく、相互に人格と個性を尊重しあいながら共に住民として地域で生活する

ことができる地域共生社会実現を目指します。 

 

 

 

❖基本方針Ⅱ 地域で学び・働くための支援体制づくり 

 

療育・保育・教育の充実、雇用・就業の支援について 

 
 

障がいのある子どもの能力や個性を最大限に伸ばしていくためには、乳幼児期から

学校卒業までの切れ目のない支援が重要となります。一人ひとりの状況に応じたきめ

細かな相談支援を行い、障がいのある幼児・児童・生徒の人権の尊重を図り、地域で

共に育ち、共に学び、共に生きることを基本とした療育・教育の推進に努めていきま

す。 

障がいのある児童において、障がいの内容、程度も多様化・重度化している傾向が

あり、放課後活動への支援などの課題について適切に対応しながら特別支援教育の一

層の充実を推進します。 

また、障がいに対する理解が不十分なため、依然として就業には多くの課題が存在

します。就労支援機関・医療・企業などとさらに連携し就労支援に取り組んでいきま

す。 
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❖基本方針Ⅲ 安心して暮らせるまちづくりの推進 

 

差別の解消及び権利擁護の推進、安全・安心の推進、まちづくりの推進について 

  

障がいのある人もない人も、誰もが安心して暮らせる社会の実現のためには、あら

ゆる場面において、障がいを理由とする差別をなくし、すべての人がお互いに人格と

個性を尊重しあうことが重要です。そのため、障がい者の差別解消や合理的配慮等の

広報・啓発活動に取り組むほか、権利擁護のための成年後見制度利用の促進及び障が

い者虐待防止対策の推進に努めます。 

また、障がいのある人が地域で安全に安心して暮らしていくためには、地域生活の

基盤となる生活空間において、日常生活や外出、社会参加のさまたげになるさまざま

なバリアを取り除いていくことが重要です。 

さらに、防災対策については、東日本大震災などの教訓から、障がいのある人など

の避難行動要支援者の避難支援等について、支援を要する人の状況の把握、避難所で

の支援や福祉避難所等の確保など関係機関等と連携を図りながら具体的な取組を推進

していき安心して暮らせる社会を目指します。 

 

 

❖基本方針Ⅳ 暮らしを支える体制の整備 

 

情報のアクセシビリティ（利便性）、生活支援体制の充実、相談支援体制の充実について 

 

障がいのある人もない人も人格と個性を尊重しあいながら地域で共に生き、共に支

えあう社会を実現するためには、障がいのある人すべてが必要な福祉サービスを安心

して適切に利用することができることが不可欠です。 

障がいのある人が適切な支援がないことにより本人の意に反して長期にわたり福祉

施設等での入所生活を余儀なくされることは、人権侵害であるとの認識に立ち、本人

の意向を十分に尊重しながら、安心して地域での自立生活に移行できるよう取組を推

進していく必要があります。  
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３．施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

pp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障がいの早期発見と理解促進、特定健康診査の実施、

精神障がいに対応した地域生活支援、自殺（自死）対

策の推進、難病患者等に対する支援 

「障がいの社会モデル」の浸透、「障害者週間」の周

知、障がい者理解の促進 

障がいのあるなしにかかわらず、くらしやすい福祉のまちづくり 

切れ目のない支援の推進、専門的な相談支援ができる

体制づくり、インクルーシブ教育の推進、特別支援教

育の充実、地域住民との交流機会の拡充、学校教育施

設のバリアフリーの推進 

１ 療育・保育・教育
の充実 

１  障がいに対する
理解促進 

公共的建築物・道路・公園等の整備、障がい者の声を

反映したバリアフリーの推進、アクセシビリティの向

上 

３  まちづくりの推
進 

基本方針Ⅳ 

暮らしを支える

体制の整備 

基本方針Ⅰ 

自分らしく暮ら

すための環境整

備 

基本方針Ⅱ 

地域で学び・働

くための支援体

制づくり 

基本方針Ⅲ 

安心して暮らせ

るまちづくりの

推進 

１  情報のアクセシ
ビリティ（利便性） 

１  差別の解消及び
権利擁護の推進 

合理的配慮の普及・啓発、障害者差別解消法の周知、

市職員の研修・啓発、「障がい者差別解消支援地域協

議会」の設置の検討、障がい者虐待防止の広報・啓発、

成年後見制度の利用普及、成年後見制度利用支援体制

づくり 

災害に強い地域づくりの推進、災害発生時の「共助」

の仕組みの構築、福祉避難所の整備、地域防災活動の

充実、防犯体制の整備、消費者保護対策の推進 

２ 安全・安心の推進 

３ 保健・医療の充実 

障がい者の雇用促進、障がいのある労働者の権利保

護、障がい者の労働環境の整備、障害者優先調達推進

法に基づく優先購入、交通費助成の検討、施設等の製

品等の販売促進の検討、就労継続支援事業所の工賃向

上、農福連携の強化 

２ 雇用・就業の支援 

障がい者の自主的活動の支援、障がい者スポーツの推

進、居場所の確保に向けた取組 

福祉サービス情報提供の充実、広報媒体の充実、手話

が広がる環境づくり、聴覚障がい者への情報提供の充

実、視覚障がい者への情報提供の充実 

相談窓口の充実、相談者の意思を尊重した意思決定支

援、在宅障害福祉サービスの充実、常時介護を必要と

する人への支援、日中活動の場づくり、グループホー

ムの充実、住まいと生活の場の確保、移動支援の充実、

日常生活用具などの給付 

２  生活支援体制の
充実 

３  相談支援体制の
充実 

障害児相談支援体制の整備、障害児通所支援サービス

の充実、地域生活支援体制の推進、成長過程に応じた

支援、障がい者及び家族等の状況把握、包括的な相談

支援体制の構築、「共生型サービス」事業所の普及、

地域生活支援拠点の整備、県北圏域自治体等との協

議・連携 

２ 社会参加の推進 
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